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がんに負けない社会を目指して

　がんは本道における死因の第１位であり、平成28年（2016）には年間約１万９千人、およ

そ３人に１人ががんで亡くなるなど、道民の生命と健康にとって、重大な脅威となっています。

　今後、高齢化はさらに進展し、本道のがんの患者数及び死亡者数は、今後も増加していくこ

とが見込まれ、さらなるがん対策の推進が重要です。

　こうした中、道では、北海道がん対策推進条例や国のがん対策推進基本計画を踏まえ、北海

道がん対策推進委員会のご意見なども伺いながら、平成30年度からの６年間を計画期間とし、

本道において取り組むべきがん対策の基本的施策や個別目標などを定めた、第３期目となる北

海道がん対策推進計画（以下、計画という。）を策定いたしました。

　この計画では、前回の計画に引き続き、がんによる死亡率の減少を全体目標に盛り込み、が

ん検診の受診促進や医療提供体制の整備、患者の相談支援など、これまでの取組を進めるとと

もに、新たに職域におけるがん検診の受診促進、がん登録情報に基づく地域ごとのがんの状況

の分析、医療機関や職場等における就労支援体制の構築、がんゲノム医療の提供体制の整備な

どに取り組むこととしています。

　今後は、この計画に沿って、患者はもとより道民の皆様の視点に立ち、「科学的根拠に基づく、

がん予防・がん検診の充実」、「患者本位のがん医療の実現」、「尊厳を持って安心して暮らせる

社会の構築」を図り、道民の皆様をはじめ、市町村や保健、医療、福祉、教育などに関係する

方々と道が一体となって、がん対策を計画的・総合的に推進し、がんに負けない社会の実現を

目指してまいります。

　結びに、計画の策定に当たり、ご審議いただいた北海道がん対策推進委員会の皆様をはじめ、

貴重なご意見をお寄せいただいた多くの道民の皆さんに厚く感謝を申し上げますとともに、引

き続き、関係の皆様のご支援、ご協力をお願い申し上げます。

　平成30年３月

北海道知事　高橋　はるみ 　
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（１）道民意識調査

○　本計画の策定に当たり、前回（平成23年度）に引き続き、平成28年度に道民の「がん」

に対する意識等について調査を実施しました。

　今回の調査結果では、「がん」に対する印象について、「こわい」と思っている方、「ど

ちらかといえばこわい」と思う方があわせて91.3％と、前回調査結果（86.3％）を上回っ

ており、依然として「がん」は道民の皆様にとって大きな脅威であることがうかがえました。

　また、がん対策を進めるうえで重要なことに対する設問では、１位は５年前と同様、「専

門的ながん医療を提供する医療機関の整備」でしたが、２位には「がん患者や家族への経

済や雇用等の支援」と前回から上昇しており、がん罹患後の生計維持に対する関心が高まっ

ていると考えられます。

【あなたは、「がん」についてどのような印象をお持ちですか】

選択肢
H28 H23

件数 比率 件数 比率

こわいと思わない 14 1.9 35 3.3

どちらかと言えば、こわいとは思わない 27 3.6 79 7.5

どちらかと言えば、こわいと思う 217 28.8 347 33.0

こわいと思う 471 62.5 561 53.3

わからない 21 2.8 23 2.2

無回答 4 0.5 ８ 0.8

合　計 754 100.0 1,053 100.0

第１章　総論
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【がん対策を進める上で今後、どのような取組が特に重要だと思いますか（３つまで）】

選択肢
H28 H23

件数 比率 件数 比率
専門的ながん医療を提供する医療機関の整備 384 50.9 584 55.5

がん医療に精通した医療従事者の育成・確保 229 30.4 365 34.7

がん検診の受診率向上 337 44.7 493 46.8

受動喫煙の防止 66 8.8 122 11.6

学校における健康教育の充実 32 4.2 57 5.4

がん治療の初期段階からの緩和ケアの充実 190 25.2 205 19.5

在宅で療養できる環境の整備 134 17.8 167 15.9

がんに関する情報提供の充実 92 12.2 156 14.8

がんに関する相談支援窓口の整備 119 15.8 164 15.6

患者団体等への支援 22 2.9 26 2.5

がん患者や家族への経済や雇用等の支援 375 49.7 436 41.4

がん研究の推進 123 16.3 152 14.4

その他 6 0.8 15 1.4

無回答 7 0.9 10 0.9

合　計 2,116 － 2,952 －

（２）北海道がん対策基金の設立

○　平成27年２月に全ての道民が一体となってがん患者やその家族の方々を社会全体で支え

る仕組みとして、患者の視点に立った、不安の解消のための相談支援、長期間療養を続けて

いる小児がんの子供への学習支援のほか、がんに関する正しい知識の普及啓発などにきめ細

やかに取り組むことを目的に、道内企業をはじめ各種団体や道民の皆様などからの募金や寄

付を財源とした北海道がん対策基金が設立されました。（管理運営：（公財）北海道対がん協会）

○　基金の運営に当たっては、基金運営委員会により積立財源の運用等が行われています。

＜北海道がん対策基金概況＞

積立状況
10,875,748円（平成29年12月31日現在）

（㉗助成2,450千円【６事業】､㉘助成1,081千円【５事業】､㉙助成783千円【３事業】）

運用方法 積み立てた原資の額に応じて助成事業を実施する「取崩型」による運用

助成事業
①がん検診受診促進事業②がん教育推進事業③がん患者等相談支援事業
④がん情報提供事業⑤その他事業
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＜北海道がん対策基金運営委員会構成員＞

（３）北海道がん対策「六
ろく

位
み

一
いつ

体
たい

」協議会の設立

○　平成28年３月に北海道におけるがん医療・療養生

活の均てん化を図るため、患者や住民、医療提供者、

行政、議員、企業関係者やメディアなど個々の組織の

枠を超え、一堂に会し、がん対策の関連情報の提供を

行い、他地域からのがん対策の好事例などを学び北海

道のがん対策の向上を目指すことを目的とする北海道

がん対策「六位一体」協議会が設立されました。

○　平成28年７月には、道内で初めてとなる北海道がんサミット2016が開催され、参加者

が、「がんの診断と治療」や「患者の就労」など７つの分野において課題分析し、必要な

対策を考えるグループワークが行われ、出された意見については、後日要望書として道及

び道議会等に提出されました（平成29年８月にも開催）。

＜北海道がん対策「六位一体」協議会構成員＞

　アフラック札幌総合支社、（株）スミフル北海道事務所、東京海上日動火災保険（株）、

北星大学文学部、（株）ほくやく・竹山ホールディングス、（一社）北海道医師会、北

海道がん患者連絡会、国立病院機構北海道がんセンター、北海道教育庁学校教育局健康・

体育課、北海道キリンビバレッジ（株）、（公財）北海道健康づくり財団、北海道コカコー

ラボトリング（株）、（株）北海道新聞社、（公財）北海道対がん協会、北海道保健福祉

部健康安全局地域保健課、（株）ムトウ、（株）モロオ

　北海道がん患者連絡会、（一社）北海道医師会、（一社）北海道歯科医師会、（公財）

北海道対がん協会、(公財)北海道健康づくり財団、国立病院機構北海道がんセンター、

北海道、札幌市、がん対策北海道議会議員の会、（一社）北海道商工会議所連合会、北

海道経済連合会、（株）北海道新聞社、北海道文化放送（株）

六位一体の
イメージ

議員

行政

企業
関係者メディア

医療

提供者
患者・家族

ろく み
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（１）がん対策基本法の改正

○　平成18年にがん対策基本法（平成18年法律第98号。以下「基本法」という。）が成立

してから10年が経過し、この間の、がん医療のみならず、がん患者に係る就労・就学支

援等の社会的問題等、がん対策をめぐる状況の変化等に鑑み、がん対策をさらに推進する

ため、国は、平成28年12月に基本法を改正しました。

○　がん患者が尊厳を保持しつつ、安心して暮らすことのできる社会の構築を目指し、がん

患者がその置かれている状況に応じ福祉的支援・教育的支援も含む必要な支援を受けるこ

とができるようにすること等が基本理念に追加されるとともに、がん患者の雇用の継続等

に配慮するよう事業主の責務（第８条）が新設されたほか、がんの早期発見の推進（第

14条）、緩和ケアに関する専門性を有する医療従事者の育成（第15条）、がん患者の雇用

の継続等（第20条）、がんに関する教育の推進（第23条）などの基本的施策が拡充され

ました。

（２）第３期がん対策推進基本計画の策定

○　国はこれまで第１期（平成19年度～平成23年度）、第２期（平成24年度～平成28年度）「が

ん対策推進基本計画（以下「基本計画」という。）」の策定によりがん診療連携拠点病院（以

下、「拠点病院」という。）の整備、緩和ケア提供体制の強化、がん登録の充実、小児がん、

がん教育、がん患者の就労を含めた社会的な問題等について取り組んできました。

○　また、がん対策において取組が遅れている分野について、取組の一層の強化を図るため、

平成27年12月には、「がん対策加速化プラン」が策定されました。

○　しかしながら、平成19年度からの10年間の目標である「がんの年齢調整死亡率（75歳

未満）の20％減少」を達成することができず、その原因として、喫煙率やがん検診受診

率の目標値が達成できなかったこと等が指摘されています。

○　第３期（平成29年度～平成34年度）の基本計画では、国と地方公共団体、がん患者

を含めた国民、医療従事者、医療保険者、事業主、学会、患者団体等の関係団体、マス

メディア等が一体となって、これまでの取組に加え、希少がん、難治性がん、小児がん、

Adolescent and Young Adult世代（思春期世代と若年成人世代。以下「ＡＹＡ世代」

という。）のがんへの対策が必要であること、ゲノム医療等の新たな治療法等を推進して

いく必要があること、就労を含めた社会的な問題への対応が必要であること等の諸課題の

解決に向けて、取り組みを進めていくこととしており、「がん患者を含めた国民が、がん

を知り、がんの克服を目指す。」ことを目標としています。

２　国の動向等
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○　がんは、日本で昭和56年より死因の第１位であり、平成28年には年間約37万人が亡く

なり、生涯のうちに約２人に１人が、がんにかかると推計されており、依然としてがんは

国民の生命と健康にとって重大な問題となっています。

○　こうした中、道においては基本法や基本計画を踏まえ、北海道がん対策推進計画（第１

期：平成20年度～24年度、第２期：平成25年度～29年度）を策定し、これまで拠点病

院の整備や緩和ケアの提供体制、がん登録、相談支援などの推進に取り組み、75歳未満

がん年齢調整死亡率の減少など一定の成果が得られたところです。

○　今後、人口の高齢化とともに、本道のがんの罹患者の数、死亡者の数は今後とも増加し

ていくことが見込まれる中、依然としてがん医療や相談支援について地域格差や施設間格

差がみられるほか、緩和ケアについては、精神心理的な痛みに対するケアも含めた一層の

充実が必要であること、更には、希少がん・難治性がん・小児がん対策、ＡＹＡ世代の対策、

がん患者等の就労を含めた社会的な問題、がんの教育などの課題への対応も重要となって

いるところです。

○　このため、道では、道民一丸となってがんに負けない社会を実現するため、国の基本計

画見直しにあわせて、平成30年度以降に本道において取り組むべきがん対策の基本的施

策や個別目標を規定し、全国の都道府県の中でも高い死亡率の改善を図ること等を全体の

目標とする、新たな北海道がん対策推進計画を策定することとしたものです。

○　平成19年、北海道議会に対して「がん条例」の制定を求める請願が提出されたことを

機に、がん患者や家族、がん患者を支援する団体を中心として、がん条例制定の機運が高

まりました。

○　そして５年後の平成24年、北海道議会第１回定例会において「北海道がん対策推進条例」

（以下「条例」という。）が全会一致で可決成立し、平成24年４月１日より施行されました。

３　計画策定の趣旨

４　計画と条例の関係
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○　平成30年度から平成35年度までの６年間とし、経済社会情勢の大きな変化には柔軟に

対応することとします。

○　条例では、がん対策を総合的に推進し、道民が心身ともに健康で心豊かな生活を送るこ

とのできる社会の実現に寄与することを目的として、がんの予防や早期発見、がん医療の

充実など、これまでのがん対策推進計画における各種がん対策に加えて、新たにがん患者

や家族への支援、治療後の後遺症や小児がん、難治性がんへの対策などに取り組むことと

したほか、がん患者やその家族、保健医療福祉関係者、行政機関の関係者等で構成する北

海道がん対策推進委員会を平成24年度に設置し、がん対策推進計画の策定・変更やがん

対策の推進に関する重要事項について調査・審議を行うこととしています。

○　道では、基本計画と条例を踏まえ策定した本計画に基づき、必要な施策の効果的な推進

を図ることとしています。

５　計画の期間
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第２章　基本方針と全体目標

（１）がん患者等を含む道民の立場に立ったがん対策の推進

○　がん対策は、がんが道民の生命及び健康にとって重大な問題となっている現状に鑑み、が

ん患者等を含む道民の立場に立って推進されなければならないことから、基本法及び条例の

基本理念に基づき、国はもとより、道、市町村、保健医療福祉関係者、教育関係者、事業者

及びがん患者等を含む道民の適切な役割分担の下に、一体となって推進していきます。

（２）総合的かつ計画的ながん対策の実施

○　本計画では、より一層実効性のあるがん対策を進めるため、基本計画と本道特有の実情

を踏まえ、推進していきます。

○　また、がん患者を含めた道民が、がんの克服を目指し、がんに関する正しい知識を持ち、

避けられるがんを防ぐことや、様々ながんの病態に応じて、尊厳を持って、いつでも、ど

こに居ても、安心かつ納得できるがん医療や支援を受け、暮らしていくことができるよう、

「がん予防」、「がん医療の充実」、「がんとの共生」を３つの柱とし、多岐にわたる分野の

取組を総合的かつ計画的に実施していきます。

（３）目標とその達成時期の考え方

○　本計画では、国のがん対策に関する目標との整合性を図りつつ、全体目標とそれを達成

するために必要な分野別施策の個別目標を設定します。

○　また、原則として、全体目標と個別目標を達成するために要する期間を設定します。

１　基本方針
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（１）科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実

 ～がんを知りがんを予防する～

○　がんを予防する方法を普及啓発し、がんの罹患者を減少させます。道民が利用しやすい

検診体制を構築し、がんの早期発見、早期治療を促すことで、効率的かつ持続可能ながん

対策を進め、がんの死亡者の減少の実現を目標とします。

　【がんによる死亡者数（上段(人)）及び75歳未満がん年齢調整死亡率（下段）】

 （出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」）

区　　分 H24調査値 H25調査値 H26調査値 H27調査値 H28調査値

北海道

男性
10,723 10,751 10,927 11,072 11,075

117.5 113.0 110.2 111.1 108.5

女性
7,415 7,702 7,832 8,026 8,104

66.4 68.0 69.7 68.0 66.4

全　国

男性
215,110 216,975 218,397 219,508 219,785

104.6 102.4 100.1 99.0 95.8

女性
145,853 147,897 149,706 150,838 153,201

60.1 59.6 59.7 58.8 58.0

（２）患者本位のがん医療の実現

 ～適切な医療を受けられる体制を充実させる～

○　がん医療の質の向上、それぞれのがんの特性に応じたがん医療の均てん化・集約化、効

率的かつ持続可能ながん医療の実現を目標とします。

○　また、患者本位のがんゲノム医療等を推進し、個人に最適化されたがん医療の実現を目

標とします。

（３）尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築

 ～がんになっても自分らしく生きることのできる地域共生社会を実現する～

○　がん患者が住み慣れた地域社会で生活をしていく中で、必要な支援を受けることができ

る環境を整備します。関係者等が、医療・福祉・介護・産業保健・就労支援分野等と連携

し、効率的な医療・福祉サービスの提供や就労支援等を行う仕組みを構築することで、が

ん患者が、いつでも、どこに居ても、尊厳を持って安心して生活し、自分らしく生きるこ

とのできる地域共生社会の実現を目標とします。

２　全体目標
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《指標：75歳未満がん年齢調整死亡率》

 （出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」）

区　分
現状値

(H28調査値)
目標値 期　間

男　性 108.5 全国平均値（各年度で比較）
（参考：男性95.8女性58.0【H28調査値】）

６年間
女　性 66.4
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（１）がんの１次予防

＜現状と課題＞

○　がんの原因には、喫煙（受動喫煙を含む）、食生活、運動等の生活習慣、ウイルスや

細菌への感染など様々なものがあり、日本では男性のがんのおよそ５割、女性のがんの

およそ３割がこれらが原因でがんになると考えられています。リスク要因の第１位は、

男性では喫煙、女性では感染症となっています。

○　たばこ対策については、たばこ製品への注意文言の表示強化、広告規制の強化、禁煙

治療の保険適用、公共の場は原則として全面禁煙であるべき旨を記載した通知の発出、

たばこ税率の引上げ等の対策が進められているものの、道内の喫煙率は横ばい（平成

22年：24.8％→平成28年:24.7％）となっており、全国（平成28年:19.8％）と比べ、

依然として非常に高い水準（全国47位）となっています。

○　道では、保健所において禁煙支援に関する相談窓口の設置やホームページにおける禁

煙治療を実施する医療機関の紹介のほか、小・中・高等学校等における出前講座や、お

いしい空気の施設登録事業（H28末：4,935施設）、各種広報媒体を活用した普及啓発に

取り組んできており、引き続き喫煙率の減少や未成年者や妊産婦の喫煙防止に向けた取

組のほか、肺がんなどとの因果関係が科学的に証明されている受動喫煙防止対策が必要

となっています。

○　生活習慣の改善については､ 食事の量やバランスにおいて野菜･果物摂取量などが減

少しているほか、習慣的に飲酒をする人は横ばいとなっています。

○　道では、食事の量やバランスをわかりやすく表した「どさんこ食事バランスガイド」

や「栄養成分表示の店（ヘルシーレストラン）」の普及啓発に取り組むほか、ウォーキ

ング等の運動の情報提供に努めてきており、引き続き生活習慣の改善に向けた取組が必

要です。

第３章　分野別施策と個別目標

１　科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実
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○　感染症対策については、Ｂ型やＣ型肝炎ウイルスは肝臓がん、ヒトパピローマウイル

ス（ＨＰＶ）は子宮頸がん、ヒトＴ細胞性白血病リンパ腫ウイルス１型（ＨＴＬＶ－１）

は成人Ｔ細胞白血病（ＡＴＬ）や悪性リンパ腫の原因ウイルスであることがわかってい

るほか、ヘリコバクター・ピロリ菌の持続感染は、胃がんのリスクを確実に高くすると

国際がん研究機関（ＩＡＲＣ）によって評価されています。

○　ただし、これらのウイルスや細菌の持続感染者のすべてががんになるわけではないた

め、遺伝的な要因を含めて、感染者のがんリスクを軽減するための方策を見いだす研究

が進められています。

○　これらのことから、細菌やウイルス感染とがん発症との関係について、道民が正しい

知識を持てるよう、引き続き普及啓発などに取り組む必要があります。

＜施策の方向＞

①　たばこ対策について

○　たばこが健康に与える影響について、普及啓発を行うとともに、社会全体で未成年者

や妊婦が喫煙しない環境づくりやたばこをやめたい人が、身近なところで禁煙支援が受

けられる環境の整備など、喫煙率の減少等に向けた施策を推進します。

○　特に胎児や新生児、乳幼児などの発育期におけるたばこの影響を低減するため、女性

をはじめ妊産婦や同居する家族などを対象とした禁煙指導や普及啓発などを推進しま

す。

○　そのほか、受動喫煙の防止については、現在、国が検討している健康増進法の改正等

を踏まえた対応を行うほか、公共施設等での禁煙・分煙化や道民に対する普及啓発を進

め、受動喫煙防止の促進に向けた施策に取り組みます。

②　生活習慣について

○　生活習慣の改善については、飲酒、食事の量やバランスの改善、適度な運動による適

切な体重の維持など、成人への普及啓発を推進のほか、小・中・高等学校等の生徒等へ

の健康教育などの施策を推進します。

※　この計画における「たばこ」とは、たばこ事業法に規定されている葉たばこを原料の全部又は一部としている加熱式たばこを含みます。
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③　感染症等対策について

○　ウイルス感染や生活環境によるがんの発症リスクについて、道民自ら予防行動がとれ

るよう正しい知識の普及などの施策を推進します。なお、ＨＰＶワクチンについては、

接種のあり方などの国の対応状況について、適宜、情報提供を行います。

＜主な取組＞

①　たばこ対策について

○　道や市町村、医師会などの関係団体は、喫煙が与える健康への悪影響に関する意識向

上のため、フォーラムや市民講座、禁煙週間での啓発イベントの開催など、一層の普及

啓発に取り組みます。

○　道は、喫煙に関する小・中・高等学校等における出前講座等の実施や子ども向け健康

教育教材の作成など、未成年者の喫煙防止に取り組みます。

○　道は、市町村の母子保健教室や妊婦相談などで普及啓発のための健康教育教材の作成

を行うなど、若い女性や妊産婦の喫煙防止に取り組みます。

○　道は、道立保健所で禁煙希望者に対する相談支援を実施するとともに、ホームページ

等を活用し、禁煙治療を実施している医療機関についての情報提供に取り組みます。

○　道は、「おいしい空気の施設推進事業」の実施や医師会など関係団体等と連携した普

及啓発など公共施設、学校、飲食店等はもちろんのこと、職場における禁煙・分煙化の

促進に一層取り組みます。

○　飲食店等の受動喫煙防止の強化を図るため、分煙表示のステッカーなど、その取組の

表示を促進します。

○　道は、北海道がん対策サポート企業等登録制度の登録の推進や市町村、職域、関係団

体と連携し、飲食店などのほか、職場や家庭における受動喫煙の防止を促進します。
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②　生活習慣について

○　道は、市町村や関係団体等と連携し、「野菜・果物摂取量の増加」、「食塩摂取量の減

少」、「定期的な運動の継続」、「飲酒量の低減」、「適切な体重の維持」等の日本人に推奨

できるがん予防法について、効果的な普及啓発に取り組みます。

○　道は、がん予防法として推奨されている、定期的な運動の継続や適切な体重の維持に

向け、ウォーキング等の運動に係る情報の提供などの普及啓発に取り組みます。

○　道は、医師会など関係機関と連携し、生活習慣等ががんの予防について重要であるこ

となど、児童生徒等を対象とした健康教育に取り組みます。

③　感染症等対策について

○　道や医師会など関係団体等は、発がん要因であるＨＰＶウイルスや肝炎ウイルス、Ｈ

ＴＬＶ－１など、感染予防に向けた道民への正しい知識の普及啓発に取り組みます。

○　子宮頸がん予防（ＨＰＶ）ワクチンについては、国における接種のあり方の総合的な

判断等に基づき、対応します。

○　道や医療機関は、肝がんの発症原因である肝炎の早期発見・早期治療のため肝炎ウイ

ルス検査体制の充実や普及啓発に取り組みます。

○　道は、アスベストや放射性物質などの発がん性物質について、正しい知識の普及啓発

に取り組みます。

＜個別目標＞

○　がんによる死亡者の減少のため、喫煙率について、北海道健康増進計画と同様に平成

34年度までに12％以下とすることを目標とします。また、妊娠中の方や未成年者の喫

煙をなくすことを目標とします。

○　受動喫煙の防止について、北海道健康増進計画と同様に平成34年度までに日常生活

で受動喫煙（家庭・職場・飲食店・行政機関・医療機関）の機会を有する割合を行政機

関・医療機関・職場では０％、家庭では3.0％以下、飲食店では15.0％以下とすること

を目標とします。また、おいしい空気の施設登録数を増加させます。
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○　生活習慣改善について、北海道健康増進計画と同様に平成34年度までに生活習慣病

のリスクを高める量を飲酒している者について、男性17.7％以下・女性8.2以下とする

こと、運動習慣のある者について、20～64歳：男性40.7％・女性39.7％、65歳以上：

男性59.2％・女性52.2％とすること等を目標とします。

【指　標】

 （出典：国民生活基礎調査）

区　分 現状値（H28調査値） 目標値 期　間

喫　煙　率 24.7％（男性：34.6％、女性：16.1％） 12％以下

５年間未成年者
中学１年生：男子0.5％、女子0.2％
高校３年生：男子0.8％、女子0.5％

0％

妊　　婦 6.6％ 0％

 （出典：健康づくり道民調査）

区　　　分 現状値（H28調査値） 目標値 期　間

受動喫煙の機会を有する者の割合

５年間
（職場につい

てはH32）

行政機関・医療機関 8.9％ 0％

職　場 25.2％ 0％

家　庭 18.4％ 3.0％以下

飲食店 41.7％ 15.0％以下

 （出典：地域保健課調）

区　　　分 現状値（H28調査値） 目標値 期　間

おいしい空気の施設登録数 4,935施設 増加 ５年間

 （出典：健康づくり道民調査）

区　　　分
現状値

（H28調査値）
目標値 期　間

生活習慣病のリスクを高める量（１日
当たりの純アルコール摂取量が男性
40g以上、女性20g以上）を飲酒して
いる者の割合（20歳以上）

男性 18.2％ 17.7％以下

５年間

女性 12.0％ 8.2％以下

運動習慣者の割合
（週2回以上30分以上の持
続運動で1年以上継続し
ている者）

20～64歳
男性 23.4％ 40.7％以上

女性 19.2％ 39.7％以上

65歳以上
男性 46.3％ 59.2％以上

女性 41.9％ 52.2％以上
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（２）がんの早期発見・がん検診（２次予防）

＜現状と課題＞

○　わが国のがんによる死亡者数は年間37万人を超え、死亡原因の第１位となっていま

すが、診断と治療の進歩により、早期発見・早期治療が可能となってきており、がん検

診によって、がんを早期発見し、適切な治療を行うことで、がんによる死亡者数を減少

させることが可能です。

○　がん検診は、市町村が健康増進法に基づいて行う対策型検診と職域において事業主や

保険者によって任意で実施される検診が行われています。がん検診の実施や精密検査の

受診はがんの早期発見・早期治療につながるため、受診率の向上及び精度管理の充実が

重要となっています。

○　受診率向上対策については、市町村において、住民に対する広報や特定健診との同時

実施に取り組んでいるほか、一部の市町村や企業では、がん検診の自己負担に対する一

定の助成を行うなど、受診しやすい環境の整備が行われています。

○　また、道においては、受診率の向上に向けた、企業との連携や広報媒体等を活用した

普及啓発のほか、市町村と連携したがん検診と特定健診との同時実施の促進、患者団体

等と連携し、がん検診の受診促進に向けたシンポジウムやフォーラム、街頭キャンペー

ンなどの取組を行っています。

○　上記の取組や平成21年度から始まったがん検診の無料クーポン事業等により、受診

率は一定程度上昇しましたが、すべての部位で全国平均値を下回っており、未受診者に

対するコール・リコールの実施を徹底するなどの受診率の向上対策は引き続き重要な課

題となっています。
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【がん検診受診率（出典：国民生活基礎調査）】

区　　分 H25末 H26末 H27末 H28末
H29末

（見込）

北海道

肺 32.3％ 32.3％ 32.3％ 36.4％ 36.4％

胃 33.5％ 33.5％ 33.5％ 35.0％ 35.0％

大　腸 30.5％ 30.5％ 30.5％ 34.1％ 34.1％

乳 31.5％ 31.5％ 31.5％ 31.2％ 31.2％

子宮頸 33.1％ 33.1％ 33.1％ 33.3％ 33.3％

全　国

肺 38.7％ 38.7％ 38.7％ 43.3％ 43.3％

胃 36.7％ 36.7％ 36.7％ 38.4％ 38.4％

大　腸 35.4％ 35.4％ 35.4％ 39.1％ 39.1％

乳 34.8％ 34.8％ 34.8％ 36.2％ 36.2％

子宮頸 35.4％ 35.4％ 35.4％ 35.6％ 35.6％

○　がん検診の精度管理等については、検診の実施主体である市町村や職域における事業

主や保険者さらには、検診実施機関にその重要性を正しく理解されるよう働きかけるこ

とが重要であり、市町村がん検診については、実施体制やプロセス指標等を有識者によ

り分析・評価を行い、精度の維持・向上を図る必要があります。
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【プロセス指標（市町村実施がん検診データ）（出典：地域保健・健康増進事業報告）】

区　　分 H25末 H26末 H27末 H28末 許容値 目標値

肺

要 精 検 率 3.3％ 2.5％ 2.2％ 2.4％ 3.0％以下 －
精 検 受 診 率 83.8％ 83.1％ 80.5％ 81.0％ 70％以上 90％以上
精 検 未 受 診 率 11.8％ 11.7％ 13.0％ 12.0％ 20％以下 5％以下
精 検 未 把 握 率 4.4％ 5.2％ 6.5％ 7.0％ 10％以下 5％以下
が ん 発 見 率 0.08％ 0.07％ 0.08％ 0.07％ 0.03％以上 －
陽性反応適中度 2.27％ 2.73％ 3.75％ 2.80％ 1.3％以上 －

胃

要 精 検 率 8.1％ 7.5％ 7.4％ 7.5％ 11.0％以下 －
精 検 受 診 率 77.2％ 75.0％ 76.1％ 74.9％ 70％以上 90％以上
精 検 未 受 診 率 18.8％ 20.7％ 19.9％ 20.1％ 20％以下 5％以下
精 検 未 把 握 率 4.0％ 4.2％ 4.0％ 5.0％ 10％以下 5％以下
が ん 発 見 率 0.15％ 0.13％ 0.14％ 0.16％ 0.11％以上 －
陽性反応適中度 1.92％ 1.77％ 1.9％ 2.07％ 1.0％以上 －

大腸

要 精 検 率 8.0％ 7.4％ 7.5％ 8.6％ 7.0％以下 －
精 検 受 診 率 67.0％ 61.9％ 63.4％ 63.7％ 70％以上 90％以上
精 検 未 受 診 率 31.0％ 34.6％ 33.5％ 30.7％ 20％以下 5％以下
精 検 未 把 握 率 1.9％ 3.5％ 3.1％ 5.6％ 10％以下 5％以下
が ん 発 見 率 0.23％ 0.19％ 0.21％ 0.23％ 0.13％以上 －
陽性反応適中度 2.92％ 2.62％ 2.9％ 2.74％ 1.9％以上 －

乳

要 精 検 率 6.3％ 5.7％ 6.1％ 6.1％ 11.0％以下 －
精 検 受 診 率 81.2％ 83.4％ 83.6％ 79.8％ 80％以上 90％以上
精 検 未 受 診 率 15.0％ 12.0％ 13.5％ 13.6％ 10％以下 5％以下
精 検 未 把 握 率 3.8％ 4.6％ 2.9％ 6.6％ 10％以下 5％以下
が ん 発 見 率 0.37％ 0.34％ 0.38％ 0.42％ 0.23％以上 －
陽性反応適中度 5.93％ 5.91％ 6.3％ 6.90％ 2.5％以上 －

子宮頸

要 精 検 率 2.1％ 2.3％ 2.5％ 2.4％ 1.4％以下 －
精 検 受 診 率 41.9％ 39.0％ 36.0％ 43.0％ 70％以上 90％以上
精 検 未 受 診 率 52.4％ 56.7％ 60.0％ 51.1％ 20％以下 5％以下
精 検 未 把 握 率 5.7％ 4.3％ 3.9％ 5.9％ 10％以下 5％以下
が ん 発 見 率 0.08％ 0.08％ 0.07％ 0.07％ 0.05％以上 －
陽性反応適中度 3.73％ 3.43％ 2.8％ 3.05％ 4.0％以上 －

※　許容値、目標値については、厚生労働省「今後の我が国におけるがん検診事業評価

の在り方について（平成20年３月）」に定める数値

○　職域におけるがん検診については、検査項目や対象年齢等実施方法は様々で、対象者

数や受診者数を定期的に把握する仕組みがないため、受診率の算定や精度管理を行うこ

とが困難となっています。
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＜施策の方向＞

①　受診率向上対策について

○　がん検診の受診促進については、引き続き受診率向上に向けた普及啓発を推進するほ

か、検診無料クーポン事業の継続及び対象疾病の拡大を国に要請するなど、受診しやす

い環境づくりとともに、道民ががん検診の意義を正しく認識するための施策を推進します。

○　また、がん検診と特定健診との一体的な実施のほか、がん検診の手続きの簡便化、コー

ル・リコールなど効果的な受診勧奨の徹底、職域のがん検診との連携など、がん検診受

診率の向上に向けた施策を推進します。

②　がん検診の精度管理等について

○　市町村や検診実施機関が実施するがん検診の実態の把握を行い、分析・評価を行うな

ど、検診精度の維持・向上が図られるための施策を推進します。

③　職域におけるがん検診について

○　職域における事業主や保険者が実施するがん検診を支援するため、正しいがん検診が

実施できるよう必要な情報提供を行い、がん検診の実施を促進するための施策を推進し

ます。

○　職域と市町村の連携による、配偶者への効果的な受診勧奨の取組の促進など、企業等

と連携した受診率向上対策を一層推進します。

＜主な取組＞

①　受診率向上対策について

○　道は、市町村、関係団体をはじめ、企業やマスメディア等と連携し、一層の普及啓発

を行い、がん検診の受診促進に取り組みます。

○　道は、市町村、関係団体と連携し、がん検診の意義や正しい知識の普及啓発に取り組

みます。

○　道は、コール・リコールなど効果的な受診勧奨の徹底のため、市町村担当者向け研修

を行うなど、市町村等と連携し、道民が受診しやすい環境の整備に取り組みます。
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②　がん検診の精度管理等について

○　道は、がんによる死亡者の減少に資するため、市町村や検診機関におけるがん検診の

実施体制やプロセス指標について適切に把握し、「北海道がん対策推進委員会がん検診

専門部会」において部位毎に分析・評価を行い、市町村等に対し、必要な助言・指導を

行います。

○　指針に定められていないがん検診については、当該検診を受けることによる合併症や

過剰診断等の不利益があることについての理解がされるよう市町村に対し、働きかけを

行います。

③　職域におけるがん検診について

○　道は、職域におけるがん検診の実施が促進されるよう「北海道がん対策サポート企業

等登録制度」の登録を促進します。

○　国が検討している「職域におけるがん検診に関するガイドライン（仮称）」を広く周

知し、職域におけるがん検診についても、精度の維持・向上が図られるよう取り組みます。

＜個別目標＞

○　対策型検診で行われているすべてのがん種において、がん検診の受診率を平成35年

度までに50％以上とすることを目標とします。

○　精検受診率を90％以上とするとともに、精検未受診率及び精検未把握率を５％以下

とすることを目標にします。

【指　標】

 （出典：国民生活基礎調査）

区　分 現状値（H28調査値） 目標値 期　間

がん検診受診率

６年間

肺 36.4％

50％以上

胃 35.0％

大　腸 34.1％

乳 31.2％

子宮頸 33.3％
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 （出典：地域保健・健康増進事業報告）

区　　分 現状値（H27調査値） 目標値 期　間

がん検診精検受診率

肺 81.0％

90％以上

６年間

胃 74.9％

大　腸 63.7％

乳 79.8％

子宮頸 43.0％

精検未受診率

肺 12.0％

５％以下

胃 20.1％

大　腸 30.7％

乳 13.6％

子宮頸 51.1％

精検未把握率

肺 7.0％

５％以下

胃 5.0％

大　腸 5.6％

乳 6.6％

子宮頸 5.9％
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（１）がんの手術療法・放射線療法、薬物療法等の充実

＜現状と課題＞

○　道においては、がん医療水準の均てん化を図るため、「国が指定する拠点病院及び地

域がん診療病院並びに道が指定する北海道がん診療連携指定病院（以下、「拠点病院等」

という。）」の整備を進め、都道府県がん診療連携拠点病院１病院を含む、拠点病院を

20ヶ所、地域がん診療病院を２ヶ所、北海道がん診療連携指定病院を26ヶ所整備し、

地域におけるがん医療の拠点として専門的ながん医療を提供するとともに、地域の医療

機関との連携体制の構築に努めていますが、21の二次医療圏のうち、７の二次医療圏

では拠点病院等が未指定の状況となっています。

　　当面は、14圏域に所在する拠点病院等が三次医療圏を基本として未整備圏をカバー

する体制を維持・強化するとともに、未整備圏の中核医療機関との連携を強化する必要

があります。

○　その他、小児がん医療の拠点として小児がん拠点病院１病院、研究・教育機関として

北海道高度がん診療中核病院３病院を整備し、拠点病院等と連携を図りつつ、それぞれ

の役割を担っています。

○　また、現在、国では、拠点病院及び地域がん診療病院の要件見直しを検討しており、

これらの動向を踏まえ、充実したがん医療提供体制を構築する必要があります。

○　道においては、放射線療法及び薬物療法を行う医師及び医療従事者の養成に関し、道

内の医育大学での専門教育のほか、国立がん研究センターが実施する医師をはじめとす

る医療従事者に対する研修への派遣、北海道大学や札幌医科大学、旭川医科大学、北海

道医療大学の４大学による「がん専門医療人材養成プラン（旧がんプロフェッショナル

養成プラン）」、関係学会、団体の認定制度などによる医師をはじめ医療従事者の育成に

取り組んでいますが、がん診療連携拠点病院間における配置状況に格差があるほか、手

術を行う医師等を含め、全道的に不足している状況にあります。

２　患者本位のがん医療の実現
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○　拠点病院等では、手術療法、放射線療法及び薬物療法などを効果的に組み合わせた集学

的治療が行われているとともに、安心かつ安全で質の高いがん医療を提供できるよう、各

職種の専門性を生かした医療従事者間の連携や多職種によるチーム医療を推進しています。

○　科学的根拠を有する免疫チェックポイント阻害剤等の免疫療法は、有力な治療選択肢

の一つとなっていますが、免疫療法と称しているものであっても、十分な科学的根拠を

有する治療法とそうでない治療法があり、明確に区別されるべきであることから、道民

が免疫療法に関する適切な情報を得ることが必要です。

○　近年、個人のゲノム情報に基づく、個人ごとの違いを考慮したゲノム医療への期待が

高まっており、国内外において様々な取組が行われています。

　今後、拠点病院等や小児がん拠点病院において、がんゲノム医療を実現するためには、

ゲノム解析の品質や精度を確保するための基準、解析結果の解釈や必要な情報を適切に患

者に伝える体制の整備等を進めていく必要があります。また、遺伝カウンセリングを行う

者等のがんゲノム医療の実現に必要な人材の育成やその配置を進めていく必要があります。

＜施策の方向＞

①　がん医療提供体制について

○　拠点病院等と地域の中核となる医療機関との連携や小児がん拠点病院、高度がん診療

中核病院の機能が十分発揮されるための施策を推進します。

○　北海道がん診療連携協議会との連携により、がん診療に関する情報交換やがん登録

データの集積と分析・評価、医療従事者等の研修、拠点病院等への診療支援、医師の派

遣調整など、拠点病院間の連携によるネットワークづくりを進めます。

○　未整備圏域への拠点病院等の整備に向けた働きかけを進めます。

②　各治療法等について

○　拠点病院等における手術療法、放射線療法及び薬物療法などを効果的に組み合わせた

集学的治療が実施されるための施策を推進します。

○　免疫療法については、科学的根拠のあるものとそうでないものがあることがわかるよ

う道民への情報提供を推進します。
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③　チーム医療の推進

○　拠点病院等における集学的治療等の提供体制の整備、キャンサーボードの実施、医科

歯科連携、薬物療法における医療機関と保険薬局との連携、栄養サポートやリハビリテー

ションの促進など、多職種によるチーム医療を実施するための施策を推進します。

④　がんゲノム医療

○　国のがんゲノム医療に関する検討状況を踏まえ、道内における医療提供体制の構築に

関する施策を推進します。

○　ゲノム医療に関する情報提供を推進します。

＜主な取組＞

①　がん医療提供体制について

○　都道府県がん診療連携拠点病院は、本道におけるがん医療の中核医療機関として、他

の拠点病院等との連携体制の構築や医療技術者と相談員等の質の向上、情報の発信、が

ん登録の推進など、本道のがん医療の推進に必要な機能等の充実に努めます。

○　地域がん診療連携拠点病院は、地域におけるがん医療の中核医療機関として、地域の

病院・診療所や関係機関との連携体制の構築や医療技術者と相談員等の質の向上、情報

の発信など、がん医療の推進に必要な機能等の充実に努めます。

○　地域がん診療病院は、地域がん診療連携拠点病院からグループ指定を受け、拠点病院

に準じた高度ながん医療を提供する医療機関として、拠点病院、地域の病院・診療所や

関係機関との連携体制の構築や、医療技術者と相談員等の質の向上、情報の発信など、

がん医療の推進に必要な機能等の充実に努めます。

○　北海道がん診療連携指定病院は、拠点病院に準じた高度ながん医療を提供する医療機

関として、拠点病院、地域の病院・診療所や関係機関との連携体制の構築や、医療技術

者と相談員等の質の向上、情報の発信など、がん医療の推進に必要な機能等の充実に努

めます。
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○　小児がん拠点病院は、小児がんの専門医療機関として、拠点病院等や道内の小児科を

標榜する医療機関との連携体制の構築や、医療技術者、相談員等の質の向上、情報の発

信などのほか、小児がんの特性に応じた緩和ケアの提供体制の整備、専門スタッフの配

置、療養環境の整備など、小児がん医療の推進に必要な機能等の充実に努めます。

○　北海道高度がん診療中核病院は、研究・教育機関として、手術療法、放射線療法や薬

物療法など専門的ながん医療を担う医師の育成や他の病院への派遣、先進医療、がん治

療に関する研究など、本道のがん医療の推進に必要な機能等の充実に努めます。

○　医育大学と拠点病院等は連携を図り、手術療法、放射線療法、薬物療法、緩和ケアな

ど、がん診療に関する専門的かつ総合的な教育の環境整備に努めます。

○　医育大学や研修を実施する医療機関等は、地域のがん医療を担う医療従事者の育成を

図るとともに、国立がん研究センター等が実施するがん医療に係る医療従事者に対する

研修に参加しやすい環境の整備に努めます。

○　拠点病院等は、緩和ケア病棟や手術・放射線治療装置など、がん医療に必要な施設や

設備の整備に努めます。

○　拠点病院等を含む医療機関は、病理診断ネットワークの効果的な運用に努めるととも

に、拠点病院等は、術中迅速病理診断など手術療法の方針を決定する上で重要な病理診

断を確実に実施できる体制の整備に努めます。

○　拠点病院等を含む医療機関は、運動機能の改善や生活機能の低下予防に資するリハビ

リテーション提供体制の整備に努めます。

○　拠点病院等を含む医療機関は、インフォームド・コンセントはもとより、がん患者と

その家族の意向に応じ、セカンドオピニオンをいつでも適切に受けられる体制の整備や

普及啓発に努めます。

○　拠点病院は、拠点病院等の未整備圏の中核的な医療機関等と連携を図り、必要とされ

る医療機能をカバーし、道内のがん医療の連携体制の維持・向上に努めます。
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○　道は、現在国において検討されている拠点病院の要件の見直しの動向を踏まえ、拠点

病院等の未整備圏の中核医療機関に対し、整備に向けた働きかけを行い、本道のがん医

療提供体制の充実に努めます。

②　各治療法等について

○　拠点病院等は、手術療法について、がんの手術に携わる外科医の確保に努めるととも

に、必要に応じて放射線療法や薬物療法の専門医と連携するなど、各医療機関の状況に

合わせた診療体制の整備に努めます。

○　拠点病院等は、放射線療法について、放射線治療の専門医、がん看護専門看護師・認

定看護師、放射線治療専門放射線技師、医学物理士など専門性の高い人材の適正な配置

と、多職種で構成された放射線治療チームの設置など、患者の副作用や合併症、その他

の苦痛に対しても迅速かつ継続的に対応できる診療体制の整備に努めます。

○　拠点病院等は、薬物療法について、専門医やがん薬物療法専門・認定薬剤師、がん看

護専門看護師や化学療法等の認定看護師など、専門性の高い人材の適正配置や、多職種

で構成された化学療法チームの設置など、患者の副作用・合併症やその他の苦痛に対し

て迅速かつ継続的に対応可能な外来薬物療法を含めた診療体制の整備に努めます。

○　拠点病院等は、各治療法による合併症予防や術後の早期回復のため、麻酔科医や手術

部位などの感染管理を専門とする医師、口腔機能・衛生管理を専門とする歯科医師など

との連携による、質の高い周術期管理体制の整備に努めます。

○　道は、白血病等の血液がんに対し有効な治療法である骨髄移植の促進に向け、保健医

療福祉関係者と連携して、道民への骨髄移植の理解の促進と骨髄バンクの登録拡大に向

けた普及啓発に取り組みます。

○　道は、免疫療法について、国の情報提供のあり方に関する検討状況を踏まえ、道民に

正確な情報を提供するよう努めます。

○　道は、大学や研究機関等における、がんに関する臨床研究や薬事法に基づく治験の成

果などを、道民に速やかに提供するよう努めます。
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③　チーム医療の推進

○　拠点病院等は、より質の高い医療を提供するため、放射線診断医や病理診断医等が参

加するキャンサーボードを開催するなど、がんに対する的確な診断と治療を行う診療体

制の整備に努めます。

○　拠点病院等は、手術療法、放射線療法や薬物療法の各種医療チームを設置し、入院治

療や外来通院等のそれぞれの場面にあわせ、専門性を生かした医療従事者間の連携と補

完を重視した多職種でのチーム医療の推進に努めます。

○　拠点病院等は、口腔ケアや栄養管理、リハビリテーションの推進など、がん治療に伴

う副作用・合併症の予防や軽減に向けた多職種による連携の推進に努めます。

④　がんゲノム医療

○　道は、国が指定するがんゲノム医療中核拠点病院等の整備に関する指針等を踏まえ、

ゲノム医療の連携体制の構築に努めます。

○　道は、がんゲノム情報の取扱いやがんゲノム医療に関する道民の理解を促進するため、

普及啓発に努めます。

○　道は、拠点病院等と連携し、遺伝カウンセリングに関わる人材等、がんゲノム医療に

必要な人材の育成の推進に努めます。

＜個別目標＞

○　道民がどこに住んでいても安心してがん診療を受けられるよう、拠点病院等によるが

んの医療提供体制を充実させます。

【指　標】

 （出典：地域保健課、日本看護協会、日本医療薬学会調）

区　　分 現状値（H29） 目標値 期　間

がん診療連携拠点病院数 20病院 21

６年間がん看護専門看護師配置拠点病院等数 18病院 増　加

がん専門薬剤師配置拠点病院等数 12病院 増　加
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（２）後遺症対策等の推進

＜現状と課題＞

○　全国のがん患者の実態調査では、がんによる症状や治療に伴う副作用・後遺症に関す

る悩みのうち、しびれ（末梢神経障害）をはじめとした薬物療法に関連した悩みの割合

が、この10年で顕著に増加している（平成15年 ：19.2％→平成25年：44.3％）こと

が明らかになっています。

○　がん種別に見ると、胃がん患者については、胃切除術後の食事や体重減少に、乳がん、

子宮がん、卵巣がん、大腸がん等の患者については、リンパ浮腫による症状に苦悩して

いる方が多く、手術に関連した後遺症も大きな問題となっています。

○　リンパ浮腫については、道が開催するリンパ浮腫医療従事者研修などにより、リンパ

浮腫外来等でケアを実践する拠点病院等を含む医療機関を中心に、医療従事者の知識・

技術の向上を図っており、引き続き取組が必要です。また、患者団体により患者向けセ

ミナー等も行われています。

○　手術による臓器などの切除や薬物療法、放射線療法などにより発生する副作用・後遺

症については、リンパ浮腫のほか、末梢神経障害（しびれ）や排尿・排便障害など症状

も多様であることから、医療従事者や周囲の人々が後遺症に対し、正しい知識を持つこ

とが必要です。

＜施策の方向＞

○　がんの副作用・後遺症について、医療従事者に対する知識・技能の向上に関する施策

を推進します。

○　がんの副作用・後遺症について、道民への理解の促進に必要な施策を推進します。
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＜主な取組＞

○　道は、リンパ浮腫医療従事者研修やリンパ浮腫簡易指導マニュアルなどにより、医療

従事者の知識や技能が向上されるよう努めるとともに、拠点病院等を含む医療機関に対

し、国が検討する支持療法に関するガイドラインなどの情報提供に取り組みます。

○　道は、患者団体等の関係機関と連携して、がん患者やその家族、道民に対し、副作用

や後遺症に関する適切な情報提供に取り組みます。

○　拠点病院等は、がんの治療に係る副作用・後遺症のため、日常生活に支障をきたして

いる方々への相談支援体制の充実に努めます。

＜個別目標＞

○　がん患者とその家族の生活の質が低下しないよう、がんによる副作用・後遺症等のケ

アを実践するリンパ浮腫外来のある医療機関の増加を目標とします。

【指　標】

 （出典：国立がん研究センター調べ）

区　　分 現状値（H28調査値） 目標値 期　間

リンパ浮腫外来のある医療機関 12医療機関 増加 ６年間
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（３）　女性特有のがん、希少がん、難治性がん対策

＜現状と課題＞

○　乳がん（一部男性にもあります）、子宮がん、卵巣がんなどの女性特有のがんは、男

性と比較し、若年層において罹患するケースが多くなっていますが、定期的にがん検診

を受けることにより、早期発見が可能となるため、受診しやすい環境づくりの一層の推

進が必要です。

　　また、乳がん検診や子宮頸がん検診の無料クーポン事業の実施に伴い、受診率は向上

していますが、国の検診受診率の目標である50％には達していない状況にあり、検診

受診率の向上が課題となっています。

○　「概ね罹患率人口10万人当たり６例未満、数が少ないため診療・受療上の課題が他の

がん種に比べて大きい」がん種と定義される希少がんは、個々のがん種としては頻度が

低いものの、希少がん全体としては、がん全体の一定の割合を占めています。

○　医療の提供に当たっては、患者の集約化や施設の専門化、各々の希少がんに対応でき

る病院と地域の拠点病院等や小児がん拠点病院とのシームレスな連携が必要であるとと

もに、医療従事者を育成するシステムづくりや希少がんを専門としない医療従事者に対

する啓発等が課題となっています。そのため、医療従事者を含めた道民への正しい知識

の普及が必要となっています。

○　膵臓がんをはじめ、肺がん、胆道がん、食道がん、肝臓がんなど５年生存率が50％

以下の難治性がんのうち、北海道の膵臓がんと肺がんの罹患率は全国でも極めて高い状

況にあり、難治性がんについて有効性の高い診断や治療法が開発されていないことが課

題となっています。

＜施策の方向＞

①　女性特有のがんについて

○　女性特有のがん対策については、たばこが若い女性の健康に与える影響についての普

及啓発を行うとともに、性別や職業等に関わらず道民すべてが女性特有のがんの特性を

理解するための施策を推進し、女性ががん検診を受診しやすい環境づくりに向けた施策

を推進します。

②　希少がんについて

○　希少がん対策については、希少がんに関する道民の理解の促進や、適切な情報提供、

相談支援が行える体制の整備を進めます。
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③　難治性がんについて

○　難治性がん対策については、難治性がんに関する道民の理解の促進、拠点病院等や小

児がん拠点病院を中心とした関係医療機関との連携や、適切な情報提供、相談支援が行

える体制の整備を進めます。

＜主な取組＞

①　女性特有のがんについて

○　道は、乳がんや子宮がん、卵巣がんなど女性特有のがんの特性について、患者団体や

企業等と連携して、道民に理解されるよう普及啓発に取り組みます。

○　道は、がん検診を受診しやすい環境づくりに向け、地域・職域連携推進協議会などを

活用した事業者への働きかけを行うとともに、検診にかかる負担軽減措置の継続につい

て国への働きかけなどに取り組みます。

②　希少がんについて

○　道は、医療機能の適切な集約化や連携のあり方等の国の議論を踏まえ、拠点病院等や

小児がん拠点病院と連携し、希少がんの患者が適切な医療や相談支援を受けられるよう

体制の整備に努めます。

○　道、拠点病院等や小児がん拠点病院、医師会など関係団体等は、患者団体と連携し、

希少がんに係る正しい知識の普及に取り組みます。

③　難治性がんについて

○　道や医師会など関係団体は、患者団体と連携し、膵臓がん・肝臓がん・肺がんなどの

難治性がんに係る正しい知識の普及に取り組みます。

＜個別目標＞

○　希少がん患者や難治性がん患者の生存率向上を図るため、拠点病院等及び小児がん拠

点病院、関係機関との連携体制の整備を促進します。
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（４）　小児がん、ＡＹＡ世代のがん及び高齢者のがん対策

＜現状と課題＞

○　小児がんは、５歳以上の子どもの病死原因の第１位となっており、その特徴としては、

成人のがんと異なり生活習慣との関連は低く、乳幼児から思春期、若年成人まで幅広い

年齢に発症し、希少で多種多様ながん種からなっています。

○　道では、小児がん拠点病院を中心とした地域の医療機関との連携体制の構築を進めて

おり、これらの医療機関では互いの医療機能に関する情報共有等を行っています。

○　ＡＹＡ世代に発症するがんは、その診療体制が定まっておらず、また、小児と成人領

域の狭間で患者が適切な治療が受けられないおそれがあると指摘されています。また、

他の世代に比べて患者数が少なく、疾患構成が多様であることから、医療従事者に、診

療や相談支援の経験が蓄積されにくくなっています。

○　ＡＹＡ世代のがんについては、患者視点の教育・就労・生殖機能の温存等に関する情

報・相談体制等が十分整っておらず、心理社会的状況も様々であるため、個々のＡＹＡ

世代のがん患者の状況に応じた多様なニーズに対応できるよう、情報提供、支援体制及

び診療体制の整備等が求められています。

○　高齢者のがんは、全身の状態が不良であることや併存疾患があること等により、標準

的治療の適応とならない場合や主治医によって標準的治療を提供すべきでないと判断さ

れる場合等がありますが、現状の診療ガイドライン等において、明確な判断基準は示さ

れておらず、こうしたがん患者に提供すべき医療のあり方については、国が検討を行う

ことになっております。

○　高齢者は、入院をきっかけに認知症と診断される場合や、既にある認知症の症状が悪

化する場合があるため、がん医療における意思決定等について、一定の基準が必要と考

えられ、国は高齢者のがんに関する診療ガイドラインを策定することとしています。

○　高齢者ががんに罹患した際には、医療と介護との連携の下で適切ながん医療を受けら

れることが重要であり、医療従事者のみならず、介護従事者についても、がんに関する

十分な知識の習得が必要です。
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＜施策の方向＞

①　小児がんについて

○　小児がん拠点病院を中心とした地域の医療機関との連携や情報提供、相談支援を行う

連携体制を構築します。

②　ＡＹＡ世代のがんについて

○　ＡＹＡ世代のがん患者が利用可能な制度や相談機関等が十分に活用されるよう施策を

推進します。

③　高齢者のがんについて

○　拠点病院等を含む地域の医療機関や介護施設等が連携し、高齢者のがん患者やその家

族の意思決定に沿った治療や支援につながる施策を推進します。

＜主な取組＞

①　小児がんについて

○　道は、小児がん拠点病院と拠点病院等をはじめとする地域の医療機関との医療連携体

制の構築に努めます。

○　道は、小児がん拠点病院や拠点病院等と連携し、小児がん医療に関する情報や障害福

祉の社会保障制度等について、適切な情報提供に取り組みます。

○　小児がん拠点病院は、小児がん診療に携わる地域の医療機関と連携し、これらの医療

機関の診療機能や相談体制の支援に努めます。

②　ＡＹＡ世代のがんについて

○　道は、ＡＹＡ世代のがんに関する情報や障害福祉の社会保障制度等について、情報提

供に取り組みます。

○　小児がん拠点病院や拠点病院等は、ＡＹＡ世代のがん患者に対し、就学・就労に関す

ることや治療に伴う生殖機能等への影響など、年代に応じた問題について、適切な情報

提供・相談支援に努めます。
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③　高齢者のがんについて

○　道は、医療従事者のみならず、介護従事者等に対し、緩和ケアや看取りなどがんに関

する正しい知識の普及に努めます。

○　道は、道民に対し、高齢者のがん対策に関する適切な情報提供に取り組みます。

＜個別目標＞

○　小児、ＡＹＡ世代及び高齢者などが適切な治療や支援が受けられるよう、年代に応じ

たがんの医療提供や相談支援・情報提供の連携体制の整備を促進します。
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（５）　がん登録

＜現状と課題＞

○　毎年の死亡者数や罹患数、がんと診断された人の生存率などのがん統計情報は、道や

地域のがん対策の立案や評価に重要ですが、このようながんの統計情報のうち、罹患や

生存率などの情報は、がん登録によって収集されています。

○　これまで、道では、拠点病院等を中心に地域がん登録を実施してきましたが、がん情

報を漏れなく収集するため、平成28年１月より、がん登録等の推進に関する法律（平

成25年法律第111号）に基づき、罹患・地域較差の評価のための指標として、全国が

ん登録が開始され、病院等で診断されたがんの種類や進行度等の情報が国立がん研究セ

ンターで一元的に管理されることとなりました。

○　全国がん登録の情報の公表は、平成30年末を目途に開始される予定であり、これま

でよりも精度の高い、正確な情報に基づくがん対策の実施及び各地域の実情に応じた施

策の実施、患者やその家族等に対する適切な情報提供が期待されています。

○　拠点病院等や小児がん拠点病院においては、全国がん登録に加えて、施設機能・施設

較差の評価のための指標として、より詳細ながんの罹患・診療に関する情報を収集する

院内がん登録が実施されています。

○　本道は、広域な面積の中で人口が分散している地域特性等があることから、がん登録

情報などを活用し、各地域におけるがんの状況を分析し、地域の課題に対応したがん対

策を検討する必要があります。

○　がん登録情報の利活用については、全国がん登録や院内がん登録によって得られる

データと他のデータとの連携により、より利活用しやすい情報が得られる可能性があり

ますが、データの連携に当たっては個人情報の保護に配慮する必要があります。
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＜施策の方向＞

○　がん登録情報等に基づき、がんの罹患状況や生存率等のがん登録情報を用いて、地域

ごとのがんの状況を分析し、効率的・効果的な施策を推進します。

○　個人情報に配慮しつつ、がん登録によって得られた情報等を利活用することによっ

て、道民のがんに対する理解の促進やがん患者やその家族の医療機関の選択等に資する

よう、道民への情報提供を推進します。

＜主な取組＞

○　道は、がんの予防、普及啓発、医療提供体制の構築等の施策を充実するため、市町村

や関係団体にがん登録情報を提供する体制を整備するなどして、がん対策の充実に努め

ます。

○　道は、がん登録情報を積極的に活用し、希少がんや小児がんを含むがんに関する情報

をわかりやすく提供します。

＜個別目標＞

○　全国がん登録及び院内がん登録を推進し、精度の高い情報を提供できる体制を構築し

ます。
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（１）がんと診断された時からの緩和ケアの推進

＜現状と課題＞

○　がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう、緩和ケアががんと診断

された時から提供されるとともに、診断、治療、在宅医療など様々な場面で切れ目なく

実施される必要があります。

○　緩和ケアの提供体制については、これまで、がんと診断された時から患者とその家族

が、精神心理的苦痛に対する心のケアを含めた全人的な緩和ケアを受けられるよう、拠

点病院等を中心として、がん医療に携わる医療従事者への研修や緩和ケアチームなどの

機能強化、さらには緩和ケアセンターの整備等の取組を実施してきました。

○　緩和ケア研修会については、拠点病院等を中心として医師等向けに開催されており、

拠点病院のがん診療に携わる医師の受講率は、平成29年６月末現在で92.15％となっ

ており、国が掲げる目標値（90％）は達成しています。

○　普及啓発については、これまで様々な機会を通じ、正しい緩和ケアの知識の普及啓発

に努めてきましたが、平成28年度の道民意識調査では、67.0％が「よく知らない」又

は「全く知らない」と回答しており、引き続き普及啓発の充実が必要です。

○　在宅緩和ケアについては、症状の急変や医療ニーズの高い高齢のがん患者の受入の対

応に当たり、在宅療養の受け皿となる病院や在宅療養支援診療所をはじめ、保険薬局、

訪問看護ステーション、訪問介護事業所、居宅介護支援事業所などにおける地域での連

携体制の構築が課題となっています。

＜施策の方向＞

①　緩和ケアの提供について

○　拠点病院等を中心として、診断時から患者の苦痛のスクリーニングを行うとともに、

緩和ケアチームなどによる質の高いケアの提供や多職種との連携による緩和ケアの提供

体制の充実に向けた施策を推進します。

３　尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築
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②　緩和ケア研修会について

○　現在、国が検討している緩和ケア研修会の開催指針の見直しを踏まえ、拠点病院等と

連携し、新たにグリーフケアのプログラムを加えるなど、研修会の充実に向けた施策を

推進します。

③　普及啓発について

○　拠点病院等と連携し、引き続き緩和ケアの意義や必要性に関する普及啓発などの施策

を推進します。

④　在宅緩和ケアについて

○　在宅や施設等において、がん患者が適切な緩和ケアが受けられるよう、在宅療養支援

診療所や保険薬局、訪問看護ステーション、訪問介護事業所、居宅介護支援事業所など

に対する緩和ケアの知識の普及を図り、地域における連携体制の構築や在宅医療・介護

の提供体制の充実に向けた施策を推進します。

＜主な取組＞

①　緩和ケアの提供について

○　拠点病院等は、患者とその家族が抱える様々な苦痛に対する全人的な緩和ケアを診断

時から提供するため、患者とその家族が抱える苦痛を定期的に汲み上げ、緩和ケアチー

ムが患者・家族などの相談や支援を速やかに受けられるよう体制の強化に努めます。

○　拠点病院等は、精神腫瘍医をはじめ、がん看護専門看護師・認定看護師、専門薬剤師・

認定薬剤師、がん病態栄養専門管理栄養士、医療ソーシャルワーカー、臨床心理士等の

配置に努め、緩和ケアの質の向上に努めます。

○　道は、拠点病院等の整備圏域や未整備圏域において、がん患者やその家族が適切な緩

和ケアを受けられたかの満足度や地域の緩和ケア提供体制の充実度など、緩和ケアに関

する実態把握に努めます。
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②　緩和ケア研修会について

○　道は、現在、国が検討している緩和ケア研修会の開催指針の見直しを踏まえ、拠点病

院等と連携し、新たにグリーフケアのプログラムを加えるなど、研修会の充実による人

材の育成を推進するほか、看護師や薬剤師などの医療従事者についても受講しやすい研

修の実施体制を構築します。

③　普及啓発について

○　道や拠点病院等は、ピアサポートを行う患者団体等と連携して、緩和ケアに対する正

しい理解が進むよう、緩和ケアの意義や必要性について道民、医療関係者や介護施設等

の福祉関係者への普及啓発に努めます。

○　拠点病院等を含む医療機関は、多様化する医療用麻薬をはじめ身体的苦痛緩和のため

の薬剤の迅速かつ適切な使用の普及に努めます。

④　在宅緩和ケアについて

○　拠点病院等を含む医療機関は、在宅緩和ケアを提供できる診療所や訪問看護ステー

ションなどがん診療に携わる関係機関と連携し、地域における質の高い医療提供及びが

ん患者とその家族の支援のため、急変患者や地域での困難事例への対応など、関係者間

のネットワークづくりに努めます。

○　地域連携クリティカルパスについては、国であり方を検討することとされていること

から、検討結果を踏まえ対応します。

＜個別目標＞

○　がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活を維持できるよう、緩和ケアに関する

課題を分析し、より充実した緩和ケアの提供体制を構築します。

【参考指標】

 （出典：地域保健課調）

区　　　分 現状値（H28調査値）

緩和ケア病棟を有する病院 20病院

拠点病院等の緩和ケアチームにおける
専門的な知識及び技能を有する医療従事者

－

 （出典：人口動態統計）

区　　　分 現状値（H28調査値）

がんの死亡の場所別死亡者割合
（括弧内は全国値）

医療機関：92.2％（84.9％）介護施設：1.4％（3.3％）
　　自宅： 6.0％（11.0％）　　その他：0.4％（0.8％）
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（２）相談支援、情報提供

＜現状と課題＞

○　医療技術や情報端末の進歩、患者の療養生活が多様化する中で、患者とその家族のみ

ならず、医療従事者が抱く治療上の疑問や、精神的、心理社会的な悩みについて、対応

していくことができるようがんの専門相談員を配置するがん相談支援センターが拠点病

院等に設置されています。

○　相談支援については、がん相談支援センターは、自院の患者だけでなく、他院の患者

や、医療機関からの相談にも対応し、相談支援の質の確保のためＰＤＣＡサイクルを実

施しており、相談件数は増加していますが、診断時から患者やその家族の相談ニーズに

必要な対応ができるよう更なる周知が必要となっています。

○　拠点病院等の未整備圏域における患者や家族に対する相談支援体制の構築が課題と

なっています。

○　患者同士が療養や生活について相談する患者サロンや、がんを経験した方が、がん患

者に対する相談支援に参加し、がん患者の不安や悩みなどを共有するピア・サポートは、

拠点病院等を中心に整備されてきていますが、拠点病院等の未整備圏域における体制の

構築が課題となっています。また、ピア・サポーターの活躍を広げるため、一定程度の

質を確保する必要があります。

○　情報提供については、インターネットなどでは、科学的根拠のないものも含め、がん

に関する情報があふれる中で、患者と家族が、その地域において、確実に正しい情報（治

療を受けられる医療機関、がんの症状・治療・費用、民間団体や患者団体等の活動等）

にアクセスできる環境を整備していくことが必要となっています。

＜施策の方向＞

①　相談支援について

○　がん相談支援センター間や地域の医療機関との情報共有、協力体制の構築など患者団

体とも連携をしながら相談体制の維持・確保に向けた施策を推進します。
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○　相談支援センター等の相談員の資質向上に向けた施策を推進します。

○　患者サロンやピア・サポート等の患者・家族の支援体制について、医療関係者や道民

にその有効性について周知を図るとともに、相談員やピアサポーターの質の確保に向け

た施策を実施するほか、患者団体間の相互理解と連携の促進、道と患者団体との協力関

係の構築に向けた施策を推進します。

②　情報提供について

○　国や道、市町村・拠点病院等が適切な役割分担のもと、患者団体や企業等と連携しな

がら、適切な情報共有・情報提供などの施策を推進します。

＜主な取組＞

①　相談支援について

○　道は、北海道がん診療連携協議会相談・情報部会と連携し、拠点病院をはじめ医療機

関の相談員を対象とした実務者研修会を開催するなど、相談支援体制の充実に取り組み

ます。

○　拠点病院等は、医療ソーシャルワーカーなど相談支援センターの人材確保・育成に努

めるとともに、北海道がん診療連携協議会等を通じて他の拠点病院等との連携を図り、

情報共有、相談員の質の向上に努めます。

○　拠点病院等は、がん相談支援センターの院内外の広報の充実に努め、院内診療科との

連携体制を確立し、精神心理的・社会的苦痛を持つ患者・家族へのカウンセリングの提

供など患者の状態に応じ、迅速・適切に対応できる体制の整備に努めます。

○　拠点病院等の整備圏域や未整備圏域に居住するがん患者やその家族のがん相談支援セ

ンターの利用状況など、がんの相談支援に係る実態把握に努めます。
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○　道は、拠点病院、地域の病院や患者団体等と連携し、がん患者の不安や悩みを軽減す

るため、身近な地域でピア・サポートが受けられる環境の整備を促進します。

○　道は、拠点病院等における患者サロンの設置の促進に取り組みます。

○　道は、国等のピア・サポーターの研修プログラムの見直し検討等を踏まえ、患者団体

や拠点病院等と連携し、ピア・サポートや患者サロンで活動している患者や経験者の相

談技術の質の向上を促進します。

○　道は、道内の患者団体の連合体である北海道がん患者連絡会の活動を支援し、患者団

体間のネットワークづくりを促進します。

②　情報提供について

○　道は、道、拠点病院等や関係団体が開催する各種イベントや患者団体との意見交換の

場などを活用しながら、市町村、医療機関、患者団体、民間企業等と連携して情報の共

有に努めるとともに、道のホームページを中心として、がん患者や家族を含めた道民が

必要とする正しいがん情報の効率的・効果的な提供に取り組みます。

○　拠点病院等は、がん患者やその家族に対し、医療機関以外の場においても、がんに関

する正しい情報が得られるよう図書館などと連携した情報提供に取り組みます。

＜個別目標＞

○　患者やその家族の治療上の疑問や精神的・心理社会的な悩みに対応できるよう、相談

支援、情報提供における課題を分析し、より効率的・効果的な相談支援体制を構築します。

【参考指標】

 （出典：地域保健課調）

区　　　分 現状値（H28調査値）

がん相談支援センター設置二次医療圏数
14圏域

患者サロン設置二次医療圏数
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（３）がん患者等の就労を含めた社会的な問題（サバイバーシップ支援）

＜現状と課題＞

○　地域がん登録全国推計によると、平成24年において、がん患者の約３人に１人は、

20歳から64歳までの就労可能年齢でがんに罹患しています。また、全がんの５年相対

生存率は56.9％（平成12年～14年）、58.9％（平成15年～平成17年）、62.1％（平

成18年～平成20年）と年々上昇しており、がんになっても自分らしく活き活きと働く

ことが可能となってきています。

○　このため、がんと診断された時に、治療に関する漠然とした不安等により離職するこ

とがないよう、がん相談支援センター等において、がん患者やその家族が正しい情報提

供や相談支援を受けることが重要です。

○　道民意識調査によると、がん罹患後の生計維持に対する関心が高まってきている中、

内閣府の「がん対策に関する世論調査（平成28年）」では、働く世代のがん患者が働き

続けることを難しくさせている理由として、周囲の理解に関することが挙げられており、

企業等に、がんに関する理解を深めてもらうことが重要です。

○　また、がん患者の職場復帰や治療と仕事の両立に関し、企業は、患者の治療状況等に

ついて必要な情報を踏まえた上で、就業上の措置等を講ずることが重要です。

〇　国は、北海道労働局が中心となって、北海道地域両立支援推進チームを設置し、患者

が安心して復職等できるよう「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイ

ドライン」の周知など、各種啓発活動が行われています。

〇　さらに、がん相談支援センターでの相談支援に加え、がん患者の転職や再就職の相談

に対応するため、ハローワークに配置されている就職支援ナビゲーターと拠点病院が連

携して就職支援を行っています。

○　がん患者が社会生活を送るためには、就労支援のみならず、がん患者・経験者のＱＯ

Ｌ向上に向けた取組が求められています。

○　がんに対する偏見、がん治療に伴う外見（アピアランス）の変化（爪、皮膚障害、脱

毛等）、診療早期における生殖機能の温存や、後遺症、性生活（セクシャリティ）、自殺

防止等に関する相談支援、情報提供の体制構築が課題となっています。
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＜施策の方向＞

①　就労支援について

（ア）医療機関等における就労支援について

○　がん患者が診断時に安易に離職することがないよう、拠点病院等と連携して必要な情

報を提供し、両立支援に関する施策を推進します。

○　また、拠点病院等やハローワークなどと連携し、長期に療養しているがん患者の復職

支援に必要な相談支援体制の維持、向上に関する施策を推進します。

（イ）職場や地域における就労支援について

○　がん患者を雇用する就業環境の整備など、企業が、がん対策に取り組むための施策を

推進します。

②　就労以外の社会的な問題について

○　がんに対する偏見等がなくなるよう児童生徒だけではなく、道民に対し、がんに関す

る正しい知識が得られるよう必要な施策を推進します。

○　がん患者の自殺防止など、精神心理的なケアにつなぐための施策を推進します。

＜主な取組＞

①　就労支援について

（ア）医療機関等における就労支援について

○　道は、がん患者の離職防止や復職支援のため、拠点病院等と連携し、がん相談支援セ

ンターにおける就労に関する相談支援体制の維持・向上に努めます。

○　拠点病院等のがん相談支援センターは、就労支援に関する知識を深め、就労に関する

相談支援の質の向上に努めます。

（イ）職場や地域における就労支援について

○　道は、北海道がん対策サポート企業等登録制度における企業の登録を推進するほか、

企業に対し、がんに関する理解が深まるよう働きかけます。
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○　がん患者・経験者の罹患以降の勤務状況（離職を含む）など、がんの就労・生活に関

する実態を把握します。また、がんの治療の前後の経済状況や企業の意識・社内制度の

状況などの把握に努めます。

②　就労以外の社会的な問題について

○　道は、がん患者・経験者の就労支援に関することを含む社会的な問題について、がん

患者・経験者の実態の把握に努めます。

○　道は、がんに対する偏見、がん治療に伴う外見（アピアランス）の変化（爪、皮膚障

害、脱毛等）、診療早期における生殖機能の温存や、後遺症、性生活（セクシャリティ）

などに関する国の相談支援体制等に関する検討状況を踏まえ、拠点病院等や関係団体と

連携し、患者や家族に対し、適切な情報提供などに取り組みます。

○　道は、必要に応じてがん患者を精神心理的なケアにつなぐことができるよう、拠点病

院等や精神科救急医療機関と連携し、自殺防止等に係る適切な情報提供等に努めます。

○　道は、子育て世代のがん患者や小児がん患者やその家族が安心して治療や療養ができ

るよう、市町村と連携し、受診時におけるファミリーサポートセンター等の情報提供を

行い、育児等の支援に努めます。

＜個別目標＞

○　働く世代のがん患者が働き続けることができるよう、がん患者や企業の就労支援に関

する課題を分析し、より効率的・効果的な就労支援体制を構築します。

【参考指標】

 （出典：地域保健課調）

区　　　分 現状値（H29.7）

北海道がん対策サポート企業等登録制度登録数 57企業・団体
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（４）がん教育、がんに関する知識の普及啓発

＜現状と課題＞

○　がん教育については、学校における健康教育の充実によりがんに対する正しい知識、

がん患者への理解・思いやり及び命の大切さに対する認識を深めることが大切です。が

ん教育をより一層効果的なものとするため、医師やがん患者・経験者等の外部講師を活

用し、子どもに、がんの正しい知識やがん患者・経験者の声を伝えることが重要です。

○　道では、国の ｢外部講師を用いたがん教育ガイドライン｣ を踏まえ、各学校において

外部講師を活用したがん教育をモデル的に行ってきていますが、今後、がんの予防につ

いて、中学校の保健体育の学習指導要領に明確に記載されたことや小学校の体育の学習

指導要領において内容が見直されたこと等に伴い、全道的にがん教育が実施されるよう

学校教員に対し、がんについての理解を促進するとともに授業展開の支援が必要となっ

ています。

○　がん教育の実施に当たっては、家族にがん患者がいる児童生徒や、家族をがんで亡く

した児童生徒がいる場合など、授業を展開する上で配慮ができるよう外部講師に対する

指導方法の周知等が必要となっています。

○　がんに関する知識の普及啓発については、道や関係団体、医療機関等により各種啓発

イベントや啓発用資材の配布などが行われていますが、すべての道民が正しい知識を得

る機会を引き続き確保することが必要となっています。

＜施策の方向＞

①　がん教育

○　関係団体、拠点病院や患者団体等と連携し、児童生徒等を対象としたがんの予防や早

期発見等のがん教育に関する施策を推進します。

○　関係団体、拠点病院や患者団体等と連携しながら、適切ながん教育が実施されるよう

がん教育実施校の事例などをもとに、課題分析等を行います。

②　がんに関する知識の普及啓発

○　道民が正しい知識を得られるよう、関係団体、医療機関、患者団体等と連携し、引き

続き、がんに関する正しい知識の普及啓発などの施策を推進します。
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＜主な取組＞

①　がん教育

○　道は、教員や外部講師向けの研修会、がん教育における指導方法や留意点を周知する

など、小・中・高等学校等におけるがん教育の充実に取り組みます。

○　道は、がん教育を実施する上での課題等を検討するため、患者、教育関係者や医療者

などで構成する会議体の設置について検討します。

○　道は、学校医やがん医療に携わる医師と連携し、希望する小学校等に対し、医師等に

よるがん教育出前講座の実施に取り組みます。

②　がんに関する知識の普及啓発

○　道は、医師会など関係団体等と連携し、がんの予防や早期発見、緩和ケアなどがんに

関する基本的知識について、講演会や市民公開講座の開催、広報媒体の活用により道民

への一層の普及啓発に取り組みます。

＜個別目標＞

○　がん患者への理解や健康と命の大切さに対する認識を深めるため、すべての小・中・

高等学校等で、がんに関する授業が充実するよう取組みます。

【指　標】

 

区　　分 現状値 目標値 期　間

がん教育の実施 － すべての学校 ６年間
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（５）道民運動の推進

＜現状と課題＞

○　がん対策を一層推進するため、道内の関係団体や患者団体などにより各種普及啓発イ

ベントなどが実施されています。

○　全ての道民が一体となってがん患者やその家族の方々を社会全体で支える仕組みとし

て、道内企業をはじめ各種団体や道民の方々などからの募金や寄付を財源とし、患者の

視点に立った不安の解消のための相談支援、長期間療養を続けている小児がんの子ども

への学習支援のほか、がんに関する正しい知識の普及啓発などにきめ細やかに取り組む

北海道がん対策基金が設置・運営されています。

○　平成28年３月に設立された北海道がん対策「六位一体」協議会では、患者や住民、

医療提供者、行政、議員、企業関係者やメディアなど個々の組織の枠を超え、患者が望

むがん対策の実現を考える北海道がんサミットの開催やこれらに基づく各種要請活動な

どが実施されています。

＜施策の方向＞

○　道民運動の推進については、自らががんに関する正しい理解を深め、がん対策に参加

できるよう、条例の理念に基づき、道、市町村、保健医療福祉関係者、教育関係者、事

業者及びがん患者等を含む道民の適切な役割分担の下に一体となって施策を推進しま

す。

＜主な取組＞

○　道は、道民ががんに関する知識と理解を深め、一丸となってがんの撲滅に取り組むた

め、がん征圧月間やがん予防道民大会などを通じて、がんの予防や早期発見などの普及

啓発を行い、行政機関をはじめ、医療関係者やがん患者団体などが連携して、道民が自

ら積極的に行動するよう意識の向上に取り組みます。
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○　計画を総合的かつ計画的に推進するため、毎年度その推進状況を把握するとともに、

平成20年度に道が導入した「ＰＤＣＡサイクルに基づく成果志向の行財政運営基本シ

ステム」により、道の施策評価・事業評価により達成状況を客観的に評価します。

　　また、より効率的に予算の活用を図るため、選択と集中の強化、関係団体・企業との

連携の強化、官民の適切な役割分担のもと、必要な財政上の措置を講ずるよう努めます。

○　道、市町村、保健医療福祉関係者、教育関係者、事業者及びがん患者等を含む道民は、

北海道がん対策推進条例第３条に規定する基本理念に基づき、適切な役割分担の下にが

ん対策を一体となって推進します。

○　北海道におけるがん対策の推進を図るため、北海道がん対策推進条例第26条に基づ

く知事の附属機関として、北海道がん対策推進委員会を設置し、がん対策基本法（平成

18年法律第98号）第12条第１項に規定するがん対策の推進に関する計画の策定又は変

更についての調査・審議や、知事の諮問に応じ、がん対策の推進に関する重要事項の調

査・審議を行います。

○　道は、がん対策を実効あるものとして総合的に展開していくため、常にがん患者や家

族、関係者からの意見の把握に努めるとともに、がん対策に関係するすべての関係者と

連携・協力しながらがん対策に必要な施策を推進します。

○　北海道がん診療連携協議会は、道と連携・協力しながら拠点病院の機能向上や拠点病

院等をはじめ地域の医療機関等との連携体制の構築を推進します。

○　市町村は、道と連携・協力しながら、がん検診などがん対策に関する住民への普及啓

発等を推進します。

第４章　計画の推進

１　計画推進の手立て

２　計画推進の体制
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○　がん患者団体等は、道と連携・協力しながら相談や情報提供などがん患者や家族を支

援する活動を推進します。

○　がん対策の推進に関する連携協定を締結している企業は、道と連携・協力しながら、

がんの予防・早期発見などがん対策に関する住民への普及啓発等を推進します。

○　本計画の推進については、第２章の基本方針と全体目標を踏まえ、第３章の各分野別

施策において、個別目標の達成に向けて取組を進めます。

○　今後６年間の推進状況を計る指標として、主な取組ごとにがん対策の評価に資する、

医療やサービスの質も含めた分かりやすい指標を設定し、施策の進捗状況を把握・分析

し、必要な見直しを行います。なお、３年を目途に中間評価を行うとともに公表します。

○　本計画に定める目標及び主な取組については、年度終了後速やかに推進状況を取りま

とめ、評価・検討を行ったうえで、その結果を今後の事業計画とともに北海道がん対策

推進委員会へ報告するとともに公表します。

○　北海道がん対策推進計画は、がん対策基本法（平成18年６月23日法律第98号）に定

める都道府県計画であり、道においては「北海道総合計画」が示す政策の基本的な方向

に沿って策定、推進する特定分野別計画です。

○　計画の策定及び推進に当たっては、「北海道医療計画」「北海道健康増進計画」「北海

道高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画」などとの調和を図ることとします。

○　本計画は、平成27年に国連サミットにおいて「持続可能な開発のための2030アジェ

ンダ」として採択された、「持続的な開発目標（SDGs）ゴール３：あらゆる年齢のす

べての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する」の達成に資するものです。

３　推進状況の把握と評価

４　他の計画との関係


